
入 札 公告 

次 のと おり 一般 競争 入札 に付 しま す。 

令 和 8 年 6 月 29 日 

分 任支 出負担 行為 担当 官 

関 東 財 務局横 浜財 務事 務所 長  星  肇 

◎ 調達 機関 番号  015  ◎所 在地 番号  14 

１  電 子調 達シ ステ ムの 利用 

  本 調 達は、 「政 府電 子調 達シ ステ ム」 

（ https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/ ）を 利 用

し た 応札 、入開 札及 び契 約手 続を 実施 する も の

と す る。 

  なお 、電子 調達 シス テム によ りが たい 場合は、

紙 入札 参加届 出書 を提 出し 、紙 の入 札書 によ り

応 札す ること がで きる 。 

２  調 達内 容 

(1)  品目 分類 番号  42 

(2)  調達 件名 及び 数量 

（ Ｒ 8 ） 国有財 産地 下埋 設物 調査 業務 ( 横 浜

市 金 沢 区 )  一式 

(3)  調 達件名 の特 質等  入 札説 明書 によ る。 



(4)  履 行期 間  契約 締結 日か ら令 和 9 年 3 月 

30 日ま で。 

(5)  業 務場 所   

神 奈 川県横浜 市金 沢区 富岡 東 2-2172-3 外 

 (6)  入 札方 法  入札 金額 は総 価と する 。 

な お 、 落札決 定に あた って は、 入札 書に 記 

載 さ れた 金額 に当 該金 額の 100 分の 10 に 相当 

す る 額を 加算 した 金額 （当 該金 額に １円 未満 

の 端 数が ある とき は、 その 端数 金額 を切 り捨 

て る もの とす る 。） を も っ て落 札価 格と する 

の で 、入 札者 は、 消費 税及 び地 方消 費税 に係 

る 課 税事 業者 であ るか 免税 事業 者で ある かを 

問 わ ず、 見積 もっ た金 額の 110 分の 100 に 相 

当 す る金 額を 入札 書に 記載 する こと 。 

３  競争 参加資 格 

(1)  予 算決算 及び 会計 令第 70 条 の規 定に 該当 し

な い 者 である こと 。な お、 未成 年者 、被 保 佐

人 又 は 被補助 人で あっ て、 契約 締結 のた め に

必 要 な 同意を 得て いる 者は 、同 条中 、特 別 の

理 由 が ある場 合に 該当 する 。 



(2) 予算 決算及 び会 計令 第 71 条の 規定 に該 当し な 

い 者 であ るこ と ｡  

(3) 令和 ７・ ８・ ９年 度財 務省 競争 参加 資格 審 査

（ 全 省庁 統一 資格 ）に おい て、 業種 区分 が「 役

務 の 提供 等（ 調査 ・研 究 ）」 で 、 「 Ａ」 又 は

「 Ｂ 」等 級に 格付 けさ れ、 関東 ・甲 信越 地域 の

競 争 参加 資格 を有 する 者で あっ て、 責任 をも っ

て 履 行（ 納入 ）す るこ とが でき る者 、又 は、 当

該 競 争参 加資 格を 有し てい ない もの の、 入札 書

の 提 出期 限ま でに 競争 参加 資格 審査 を受 け、 競

争 参 加資 格者 名簿 に登 録さ れた 者で あっ て、 責

任 を もっ て履 行（ 納入 ）す るこ とが でき る者 で

あ る こと 。な お、 競争 参加 資格 の申 請は 、「 競

争 参 加者 の資 格に 関す る公 示」 （令 和 8 年 3 月

31 日 付け 官報 ）に 記載 され てい る時 期及 び場 所

で 受 け付 ける 。 

(4) 各 省各 庁か ら指 名停 止等 を受 けて いな い者 

（ 分 任支 出負 担行 為担 当官 が特 に認 める 者を 含

む 。） で あ る こと 。 

(5) 関東 財務局 管内 の所 属担 当官 と締 結し た契 約



に 関し 、契約 に違 反し 、ま たは 同担 当官 が実 施

し た入 札の落 札者 とな りな がら 、正 当な 理由 な

く して 契約を 拒み 、な いし は入 札等 業務 に関 し

不 正又 は不誠 実な 行為 をし 、契 約の 相手 方と し

て 不適 当であ ると 認め られ る者 でな いこ と。 

(6) 経 営の 状況 又は 信用 度が 極端 に悪 化し てい な 

い と 認められ る者 であ り、 適正 な契 約の 履行 が 

確 保 される者 であ るこ と。 

(7) 競争 入札に 参加 する ため に必 要な 競争 参加 申

込 書等 を下記 ４ (3) の 期限 まで に提 出し 、そ の

審 査に 合格し た者 であ るこ と。 

４  入 札書 の提 出場 所等 

(1) 入札 書の提 出場 所、 契約 条項 を示 す場 所、 

入 札説 明書の 交付 場所 及び 問い 合わ せ先 

〒 231-8412  神奈 川県 横浜 市中 区北 仲通 5 － 57 

横 浜第 二合同 庁舎  関 東財 務局 横浜 財務 事務 所 

第 ２統 括国有 財産 管理 官  電話 045-681-0936 

(2) 入 札説 明書 の交 付方 法   

①  下 記 4  (3) の 期 限 まで に電 子調 達シ ステ ム  

を 利 用し て取 得す るこ と。   



②  電 子メー ルに よる 入札 説明 書の 交付 を希  

望 す る場 合は 、下 記の メー ルア ドレ スに そ  

の 旨 連絡 する こと 。  

【 メ ール アド レス 】   

 2-tou.yokohama@kt.lfb-mof.go.jp  

(3) 競 争参 加申 込書 等の 受領 期限 

令 和 8 年 7 月 27 日 （月 ） 17 時 00 分 

(4) 入 札書 の受 領期 限   

令 和 8 年 7 月 29 日 （水 ） 17 時 00 分 

(5) 開 札の 日時 及び 場所  令 和 8 年 7 月 30 日（ 木） 

10 時 00 分 から  横 浜第 二合 同庁 舎 12 階  横浜 財

務 事 務所 第 1 会議 室 

(6)  (3) から (5) に つい ては 、電 子調 達シ ステ ム

に お い て障害 が発 生し た場 合に は、 別途 通 知

す る 日 時に変 更す る場 合が ある 。 

５  その 他 

 (1) 入札及 び契 約手 続に おい て使 用す る言 語及 

び 通 貨  日本 語及 び日 本国 通貨 に限 る。 

(2) 入札 保証金 及び 契約 保証 金  免除 。 

(3) 入札 の無 効  本公 告に 示し た競 争参 加資 格の 



な い 者の 提出 した 入札 書及 び入 札に 関す る条 件 

に 違 反し た入 札書 は無 効と する 。 

(4) 契 約書 作成 の要 否  要。 

(5) 落札 者の決 定方 法   

① 予 算決 算及 び会 計令 第 79 条の 規定 に基 づい て 

作 成 され た予 定価 格の 制限 の範 囲内 で最 低の 価 

格 を もっ て有 効な 入札 を行 った 者を 落札 者と す 

る 。 

た だ し 、予算 決算 及び 会計 令第 85 条 によ る基 

準 を 適用 する ので 入札 執行 責任 者は 入札 の結 果

を 保 留 する場 合が ある 。こ の場 合、 入札 参加 者

は 当 局 の行う 事情 聴取 等の 調査 に協 力し なけ れ

ば な ら ない。 

② 次 に掲 げる 場合 に該 当す ると 認め られ る場 合

に は 、 予定価 格の 制限 の範 囲内 の価 格を もっ て

入 札 し た他の 者の うち 、次 に有 利な 入札 をし た

者 を 落 札者と する こと があ る。 

イ . 上記 ①の ただ し書 きに よる 調査 の結 果、 当

該 契 約 の内容 に適 合し た履 行が なさ れな いお そ

れ が あ ると認 めら れる 場合 。 



ロ . 公正 な取 引の 秩序 を乱 すこ とと なる おそ れ 

が あ って 、著 しく 不適 当で ある と認 めら れる 場

合 。 

(6)  手続 きに おけ る交 渉の 有無  無 。 

(7)  その 他  詳細 は入 札説 明書 によ る。 

６  Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the 

procuring entity: HOSHI Hajime Director of Yokohama 

Local Finance Office.  

(2) Classification of the services to be procured:42 

(3) Nature and quantity of the services to be 

required: (2026) Underground Buried Objects Survey 

Services for National Property (Kanazawa Ward, 

Yokohama City), 1 set. 

(4) Service period: From the day of a contract through 

March 30, 2027.  

(5) Service place: As in the tender documentation.  

(6) Qualifications for participating in the tendering 

procedures: Suppliers eligible for participating in 

the proposed tender are those who shall:  



① Not come under Article 70 of the Cabinet Order 

concerning the Budget, Auditing and Accounting. 

Furthermore, minors, Person under Conservatorship or 

Person under Assistance that obtained the consent 

necessary for concluding a contract may be applicable 

under cases of special reasons within the said clause.  

② Not come under Article 71 of the Cabinet Order 

concerning the Budget, Auditing and Accounting. 

③  Have Grade A or B for the classification of

“Provision of Services, etc. (Survey and Research)” 

as provided for in the qualification for participating 

in tenders by organizations in the Kanto–Koshinetsu 

area related to the Ministry of Finance (Single 

qualification for every ministry and agency) in the 

fiscal years 2025, 2026, and 2027, and be capable of 

performing (delivery of) the services responsibly, or, 

alternatively, even if such qualification has not yet 

been obtained, have undergone the qualification 

examination and been registered in the list of 

qualified participants by the deadline for submission 



of tenders, and be capable of performing (delivery of) 

the services responsibly.  

④ Have not received suspension of designated 

contractor status, etc. from any ministry or agency 

(including person specially qualified by officials in 

charge of disbursement of the procuring entity).  

⑤ Not those who are judged to be inappropriate as the 

other party to a contract on account of having 

violated any of the clauses of contract and illegal or 

unfair act previously made with an official in charge 

of any of the relevant local bureaus, or branch 

bureaus, or divisions, or offices.  

⑥ A supplier whose business situation or 

trustworthiness is deemed not to have significantly 

deteriorated, and whose proper performance of a 

contract can be guaranteed. 

⑦ Submit a document of a system to prove their 

ability to supply the system concerned and meet our 

requirements in order to be judged acceptable by the 

contracting entity; and provide explanations on the 



contents of the above document by request. 

(7) Time-limit for offer: 17:00, July 27,2026.  

(8) Time-limit for tender: 17:00, July 29,2026. 

(9) Contact point for the notice: Supervisory Officer 

for National property management, Yokohama Local 

Finance Office, Yokohama Second Common Government 

Offices, 5-57 Kitanakadori Naka-ku, Yokohama-city, 

Kanagawa 231-8412 Japan, TEL 045-681-0936. 


